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　そして、社会保障と税の一体改革のもと、2012 年には年金機能強化法が成立し、2016 年 10
月に短時間労働者への厚生年金の適用拡大が施行され、その後もさらなる拡大が検討されてい
る *1。この施策は 2002 年の社会保障年金部会の改革案の 1 つである第 3 号被保険者の縮小策とし




　なお、第 3 号被保険者のうち女性の占める割合は 98.8％（2016 年度末現在）であることから、












の実現のために強制被保険者として 1985 年度までの国民年金の強制被保険者を第 1 号被保険者、
被用者年金の加入者を第 2 号被保険者および被用者年金加入者の被扶養配偶者を第 3 号被保険者
として種別された。
　1986 年度の制度創設時において第 3 号被保険者の 99％が女性で占められており、これらの女
性は 1985 年度以前においては任意加入ではあったものの、年金権を求め、1985 年には約 705 万
人が加入していた（1985 年度までの国民年金の被保険者数の推移については、表 1 参照）。実質
的な国民皆年金を実現するにあたって被用者の配偶者の処遇をどのようにするかが課題となっ
*1　「年金機能強化法」の正式名称は「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民





*4　厚生省年金局『平成 11 年版年金白書』社会保険研究所 pp.211
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た。「形だけを作っても結局また無年金の無業の妻が出ていくということになって実質的な皆年














年度 1961（昭和 36） 1973（昭和 48） 1980（昭和 55） 1985（昭和 60）




247 550 786 745
男 52 60 35 40
女 195 490 751 705
被保険者に占める任意加入
被保険者の割合




*5　「女性と年金検討会」第 4 回議事録において、山口剛彦は「あと 2 割の方は入らない、または入れな
いと言っている。そういう人たちを基礎年金に強制加入だということで保険料を取るというような仕組
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表２　第3号被保険者数の推移（1986年度以降）
（年度末現在、単位 : 万人）
年度 1986（昭和 61）1995（平成 7）2000（平成 12） 2016（平成 28）
国民年金被保険者数 6,332 6,995 7,049 6,731
うち、
第 3 号被保険者数
1,093 1,220 1,153 889
男 3 4 5 11
女 1,090 1,216 1,148 878
被保険者に占める第 3 号
被保険者の割合
17.3％ 17.4％ 16.4％ 13.2％
（資料）「国民年金　被保険者数の推移（昭和 61 年度以降）」厚生労働省年金局　年金財政ホームページ 2016（平





の貢献がみのる年金制度～」（2001 年 12 月）「女性の年金問題とは？」
 https://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1214-4b24.html
２．　第3号被保険者の要件と基礎年金の財源
　第 3 号被保険者は、「第 2 号被保険者の配偶者であって、主として第 2 号被保険者の収入によ
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委ねられていたため、判定に差異が生じないよう参考としてその基準額が定められた *9。第 3 号
被保険者制度が創設された 1986 年度以降、この認定基準額が第 3 号被保険者の被扶養者になる




　なお、2016 年 10 月に短時間労働者への健康保険および厚生年金保険の適用拡大が行われ、「週





*9　1977 年（昭和 52）年 4 月 6 日保発 9 号・庁保発 9 号
*10　繰入金・拠出金には国庫負担が含まれている。国民年金法には「厚生年金保険の実施者たる政府は、





1977 年 4 月 70 万円
所得税の控除対象配偶者収入限度額に連動して改定
1981 年 4 月 80 万円
1984 年 4 月 90 万円
1986 年 4 月
（第 3 号被保険者制度創設）
90 万円
1987 年 5 月 100 万円
所得税との連動をやめ、被扶養者の適用を維持する
という考え方から、所得水準の伸びに応じた改定
1989 年 5 月 110 万円
1992 年 1 月 120 万円
1993 年 4 月～ 130 万円





















に関する検討会」（以下、「女性と年金検討会」という）が 2000 年 7 月に発足し、2001 年 12 月
まで計 17 回の会合が開催された。その検討結果が報告書にまとめられた *12。
　その検討を引き継ぎ、社会保障審議会年金部会（以下、「年金部会」という）において、2002
年 1 月から 2003 年 9 月までの 26 回にわたり審議が行われた *13。その結果が「年金制度改正に関
する意見」にまとめられた。その後、2004 年改正を経て、社会保障と税の一体改革のもと 2011
年 8 月から年金部会で審議が開始され、その中で、第 3 号被保険者制度の見直しについても議論
されることとなった。





貢献がみのる年金制度～」2001 年 12 月
*13　その間、雇用と年金に関する研究会報告「多様な働き方に対応できる中立的な年金制度を目指して」
（2003 年 3 月）、社会保障審議会「今後の社会保障改革の方向性に関する意見」（2003 年 6 月）、「経済財
政運営と構造改革に関する基本方針 2003」（2003 年 6 月閣議決定）などを踏まえ、「公的年金制度に関す
る世論調査」（2003 年 2 月実施）、「年金改革に関する有識者調査」（平成 15 年 3 月実施）での検討、意
見を参考にしながら検討された。2003 年 3 月から 9 月にかけて全国 8 か所で年金対話集会を開催し意見














　このうち、第 3 号被保険者問題については、第 3 号被保険者に係る保険料負担に関して様々な
提案が出され、保険料負担を求める考え方、保険料負担を求める主体、具体的な負担の方法等の
点から、典型化した 6 つの見直し案が提示された（表４）。第 I 案は賃金を分割して定率に負担
する案であるが、第 3 号被保険者の負担はなく、世帯の負担額は変わらないというものであった。


















































第 1 号被保険者と同様に、第 3 号被保険者自身が定額の保険料負担
第Ⅲ案
【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担　夫：定額負担】










＊第 2 号被保険者を夫、第 3 号被保険者を妻として表記した。
（資料）厚生労働省「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会　報告書～女性自身



















*16　社会保障審議会年金部会「年金制度改正に関する意見」2003 年 9 月 12 日
https://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/09/h0912-5a.html













Ⅱ－2 被用者グループ全体ではなく、第 3 号被保険者を
抱える第 2 号被保険者の間で定率負担とする。























　制度見直しに向けた議論が停滞している中、2009 年に実態は第 1 号被保険者であるにもかか
わらず、手続きが行われずに第 3 号被保険者のままとなっている記録の不整合が発覚した。いわ
ゆる「運用 3 号問題」である *20。2011 年 1 月に救済策として打ち出した「運用 3 号」の取扱いに




　2011 年 6 月に閣議決定された「社会保障・税の一体改革成案」においても、第 3 号被保険者




*18　内閣府「「公的年金制度に関する世論調査」の概要」2003 年 4 月
https://survey.gov-online.go.jp/h14/h14-kouteki/2-6.html
*19　「社会保障審議会年金部会におけるこれまでの議論の整理」2008 年 7 月 11 日
https://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/07/dl/s0711-6a.pdf

















ていて、民主党案に合致することも理由とした *23。この制度について、「第 3 号被保険者も、その
配偶者である第 2 号被保険者と共同で保険料を負担していると考えることができる。」とし、「第



















































＊第 1 号被保険者、第 2 号被保険者、第 3 号被保険者は 1 号、2 号、3 号と略し、第 2 号被保険者を夫、第 3 号被
保険者を妻として表記した。













それぞれの厚生年金記録の 2 分の 1 を上限に年金分割が行われるという制度である。しかし、
2008 年度から施行された「３号分割」は、第 3 号被保険者であった期間を対象に夫婦の合意な
しに配偶者である第 2 号被保険者の厚生年金記録の 2 分の１が分割される制度である。これによ
り、妻が第 3 号被保険者であるならば、その後に離婚しても夫の厚生年金の 2 分の 1 を得ること
ができるようになった。
（２）遺族厚生年金の見直し
　遺族厚生年金について、2004 年改正において次の 3 つの見直しが行われた *25。①妻の厚生年金
保険料の掛け捨て防止策として、受給総額は変わらないが、妻の老齢厚生年金を全額支給し、差
*24　施行後の離婚に限る。分割する側の標準報酬を減額改定し、分割を受ける側の標準報酬を増額改定
することにより行う。3 号分割は 3 号であった期間が分割対象となる。
*25　第3号被保険者に限定されない取組みではあるが、配偶者死亡後の保障の変更点として記した。なお、
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省案で示されながらも、法案成立までに時間を要した。2012 年 2 月に「社会保障・税一体改革
大綱」が閣議決定され、同年に社会保障と税の一体改革の年金関連４法案が成立した *26。その１
つである年金機能強化法により、適用拡大が 2016 年 10 月から施行された。その後、持続可能性





が 1 歳になるまでとされていたが、2005 年 4 月以降、3 歳になるまでに延長された。また、子が
3 歳になるまでの間に職場復帰し、短時間勤務等により報酬が下がった場合であっても休業前の






一部を改正する法律」）により 2016 年 10 月に施行され、その後「持続可能性向上法」（公的年金制度の
持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部を改正する法律））により 2017 年 4 月に「被保険者
数 500 人以下で労使合意がなされた適用事業所」「国・地方公共団体の事業所」も加えられ対象となる事
業所が拡大された。適用拡大の対象範囲や実施時期については、雇用への影響等を考慮して調整が図ら




②月額賃金が 8.8 万円（年額 106 万円）以上
③雇用期間が 1 年以上見込まれること
④学生は適用対象外
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　なお、第 1 号被保険者に対する支援は、2004 年改正において附則で検討事項とされていたが、
第 1 号被保険者の産前産後期間の保険料免除制度が 2016 年の持続可能性向上法の成立により、


























*28　本沢巳代子（2003）「ジェンダーと年金」『季刊家計経済研究』2003 年 No.60  pp.29-37
*29　塩田咲子（2012）「国民年金第 3 号被保険者制度の廃止について」『地域政策研究』（高崎経済大学
地域政策学会）　第 14 巻　第４号　2012 年 3 月　pp.77-86
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　2000 年改正の検討の際、第 3 号被保険者からの保険料徴収について「所得のない専業主婦に
は負担させるべきではない、専業主婦から負担を求めると結局未納、未加入者が発生し、女性の






も極めて弱い制度であること、第 1 号被保険者と第 3 号被保険者との負担と給付のアンバランス
が拡大していること、第 3 号被保険者の相対給付があがり、第 1 号・第 2 号被保険者の相対的負
担が増すと見込まれること、第 3 号被保険者制度のみに女性配慮が集約されていることを指摘し
ている *32。また、「特に既婚女性の年収が 130 万円を超えると保険料が定額で年額 15 万円以上発
生するという不連続がある上に、給付にほとんど反映されないという制度は他国では例を見ない」
という *33。さらに、永瀬（2003）は、妻が第 1 号被保険者として加入義務が生じる者が含まれる
層を年金制度上、「最も不遇な世帯」とし、割合は少ないが夫の年収が低い世帯に多いと述べて
いる。
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（６）諸外国の被扶養配偶者の要件



















*34　丸山桂（2007）「女性と年金に関する国際比較」海外社会保障研究 158 号 pp.18-29
*35　丸山（2007）によると、イギリス、アメリカも被扶養配偶者に保険料負担なしに年金権を与えてい
るが、被扶養配偶者の範囲は、イギリスでは全国民を、アメリカ（OASDI）では被用者、自営業者を問
わない。保険料賦課下限額は、日本は年収 130 万円であるが、イギリスは年収 117 万円程度、アメリカ
は年収 17 万 8000 円程度で年収要件も厳しい。
*36　椋野美智子（2011）「第 3 号被保険者制度の抜本的な見直し議論を」『週刊社会保障』No.2651 
2011.10.31 pp.36-37




















　堀（2005）*44 は、第 1 号被保険者は応益負担であり、第 2 号被保険者は応能負担であることから、




第 1 号被保険者は何ら負担していない」といい、自営業世帯との比較で第 3 号を批判するのは当
たらないという。
（５）第1号被保険者の保険料免除との違い










*43　厚生省年金局（1999）『平成 11 年版年金白書』社会保険研究所 pp.216
*44　堀（2005 ）pp.92-93





























































































　永瀬（2003）が指摘するように、第 3 号被保険者が就労によって第 1 号被保険者となれば、な
んら年金給付上の見返りがないにもかかわらず、現在は保険料額（基準額）も上限に達し、年額










障制度としての年金制度に係る基本的論点」2001 年 12 月
*54　第１回社会保障審議会年金部会 （2011 年 8 月 26 日）資料 1 − 3「年金に関する資料」第８回社会
保障改革に関する集中検討会議 （平成 23 年 5 月 23 日）に厚生労働省が提出した資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001n4yb-att/2r9852000001n59z.pdf 
*55　国民年金保険料は、月額 16,340 円× 12 ＝ 196,080 円（2018 年度）、2019 年度以降は基準額が月額
100 円引き上げとなる。これに加え、国民健康保険料も負担することとなる。
*56　女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会報告書資料編「資料Ⅱ -26 
女性のライフスタイルの変化・多様化と年金制度」2001 年 12 月
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*57　1999 年改正に向けた年金審議会の 31 回にわたる審議の取りまとめ「国民年金・厚生年金保険制度
改正に関する意見（抄）」1998 年 10 月 9 日
　https://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1214-4a.html
『年金白書平成 11 年度版』pp.216 によると、個人単位化は原則的には専業主婦からの保険料徴収、厚生
年金の給付水準の引下げ、遺族年金の廃止につながるとしている。






















より厚生年金・健康保険に加入した短時間労働者は 37 万人（2017 年末現在）となり、当初
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